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年金払い退職給付に係る主な数理設計について

以下、おおむね既に公布されている法律事項を除き、制度施行開始時の内容を

示す。

１．付与率の設定について

① 付与率は、以下を勘案して地共連の定款で定める。

（ⅰ）退職等年金給付が組合員（国及び地方）であった者及びその遺族の適当

な生活の維持を図ることを目的とする年金制度の一環をなすものであるこ

と

（ⅱ）積立基準額（国と地方の合計額）と退職等年金給付積立金の額（国と地

方の合計額）とが将来にわたって均衡を保つことができるようにするもの

であること

② 付与率は、百分率で小数点以下第３位を四捨五入して、小数点以下第２位ま

でとして定める。

③ 地方の付与率は、国の付与率と同一とする。

２．基準利率の設定について

① 基準利率は、国債の利回りを勘案して地共連の定款で定める。

② 国債の利回りについては、 年国債の応募者平均利回りの直近 年平均（各10 1

年 月までの 年間）と直近 年平均（各年 月までの 年間）のうち低い方3 1 5 3 5

の率とする。

③ 基準利率は、百分率で小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで

として定める。

④ 地方の基準利率は、国の基準利率と同一とする。

３．終身年金現価率の設定について

① 終身年金現価率は、以下を勘案して、終身にわたり一定額の年金となるよう

に年金額を計算する率として、地共連の定款で定める。

（ⅰ）国及び地方の基準利率

（ⅱ）国及び地方の死亡率の状況及びその見通し

（ⅲ）積立基準額（国と地方の合計額）と退職等年金給付積立金の額（国と地

方の合計額）とが将来にわたって均衡を保つことができるようにするもの

であること

② 終身年金現価率の計算に使用する利率及び死亡率については、以下のとおり

とする。

（ⅰ）利率については、同時期に適用される基準利率を使用すること

（ⅱ）死亡率は、終身年金現価率見直し時に適用されている掛金率を計算した

際に使用した死亡率とすること
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③ 終身年金現価率は、具体的には以下のように計算する。

終身年金現価率は、男女別国地方別に計算した率を単純平均して、男女及

び国地方で同一の率とする。

④ 終身年金現価率は、百分率で小数点以下第７位を四捨五入して、小数点以下

第６位までとして定める。

４．有期年金現価率の設定について

① 有期年金現価率は、以下を勘案して、支給残月数の期間において一定額の年

金となるように年金額を計算する率として、地共連の定款で定める。

（ⅰ）国及び地方の基準利率

（ⅱ）積立基準額（国と地方の合計額）と退職等年金給付積立金の額（国と地方

の合計額）とが将来にわたって均衡を保つことができるようにするものであ

ること

② 有期年金現価率の計算に使用する利率については、同時期に適用される基準

利率を使用する。

③ 地方の有期年金現価率は、国の有期年金現価率と同一とする。

④ 有期年金現価率は、百分率で小数点以下第７位を四捨五入して、小数点以下

第６位までとして定める。

５．掛金率の設定について

① 掛金の基準は以下のとおり。

積立基準額（国と地方の合計額）と退職等年金給付積立金（国と地方の合

計額）とが将来にわたって均衡を保つこと

② 掛金は、標準報酬月額及び標準期末手当等を標準として算定する。

③ 掛金率については、以下を勘案して地共連の定款で定める。

（ⅰ）国及び地方の付与率

（ⅱ）国及び地方の公務上給付（障害・遺族）の支給状況

（ⅲ）掛金率計算基準日における組合員の積立基準額（国と地方の合計額）と退

職等年金給付積立金（国と地方の合計額）とが将来にわたって均衡を保つ

関係となること

④ 地方の掛金率は、国の掛金率と同一とする。

⑤ 掛金率は、百分率で小数点以下第３位を切上げ、小数点以下第２位までとし

て定める。

⑥ 掛金率の計算に当たっては、直近の財政再計算における基礎率等を用いる。

※．上記の内容を踏まえて、今後、政省令等を整備。
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有期
年金

年金払い退職給付制度における年金財政のイメージ年金払い退職給付制度における年金財政のイメージ

1ヶ月目

退職等

(積立終了)

［給付時］［積立時］

2ヶ月目

毎月の付与額
（標準報酬月額・標準期末手当等の額の一定率(付与率)）

基準利率で付利

給付算定基礎額(１／２)÷有期年金現価率
で年金額を算出

1年目

終身
年金 ・・・

2年目

毎年の年金額

・・・

給付算定
基礎額

(付与額＋
利子の累積額)

給付算定基礎額(１／２)÷終身年金現価率
で年金額を算出

付与率・基準利率・年金現価率・掛金率

１．付与率

○ 組合員であった者等の適当な生活の維持を図ることを目的とする年金制度の
一環をなすものであること等を勘案し、地共連の定款で設定

（地共済法第７７条第２項）

２．基準利率

○ 国債の利回り等を勘案し、地共連の定款で設定 （地共済法第７７条第４項）

３．年金現価率(終身・有期)

○ 基準利率、死亡率の状況と見通し(終身)等を勘案し、地共連の定款で設定
（地共済法第８９条第５項・第９０条第５項）

４．掛金率(組合員の標準報酬月額及び標準期末手当等の額と掛金との割合(掛金率))

○ 付与率等を勘案し、千分の７．５を超えない範囲で、地共連の定款で設定
（地共済法第１１４条第３項、第４項）
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